
旅館・ホテル営業 簡易宿所営業 下宿営業

１ヶ月以上の期間を単位とする

寝台有り （内法面積）　9㎡以上/室

寝台無し （内法面積）　7㎡以上/室

上段と下段の間隔　概ね1m以上

客室の外部から客室の内部を監視し、
又はのぞくことができる設備（換気又は
採光のための窓その他の設備を除く）
が設けられていないこと。

多数人で共用する構造又は設備を有し
ない客室にあっては、外部からその内
部を監視し、又はのぞくことができる設
備（換気又は採光のための窓その他の
設備を除く）が設けられていないこと。

賃貸契約等、住居の本拠とする場合は
旅館業法による下宿営業には該当しな
い

宿泊しようとする者との面接（本人確
認）に適する玄関帳場、その他当該者
の確認を適切に行うための設備として
以下の基準に適合する設備を有するこ
と。
①事故が発生したときその他の緊急時
における迅速な対応
②宿泊者名簿の正確な記載、宿泊者と
の間の客室の鍵の適切な受渡し　※１
③宿泊者以外の出入りの状況の確認
※３

事故が発生したときその他の緊急時に
おける迅速な対応並びに宿泊者名簿の
正確な記載及び宿泊者との間の鍵の
適切な受渡しを可能とする設備を有す
ること。※１、２

旅館・ホテル営業の
基準に準じて設けることが望ましい。

男子用及び女子用の区分があること。
旅館・ホテル営業の
基準に準じて設けることが望ましい。

旅館・ホテル営業の
基準に準じて設けることが望ましい。

旅館・ホテル営業の
基準に準じて設けることが望ましい。

旅館・ホテル営業の
基準に準じて設けることが望ましい。

旅館・ホテル営業の
基準に準じて設けることが望ましい。

施設の設置場所が学校等＊の敷地の
周囲おおむね100mの区域内にある場
合には、学校等から客室又は客の接待
をして客に遊興若しくは飲食をさせる
ホール若しくは客に射幸心をそそるお
それがある遊技をさせるホールその他
の設備の内部を見通すことを遮ること
ができる設備を有すること。

階層式寝台の間隔

窓 窓の無い客室は、設けないこと。

その他の構造

入浴設備等
（シャワーのみも可）

宿泊者の需要を満たす適当な規模の入浴設備を有すること
（近接して公衆浴場がある等入浴に支障をきたさないと認められる場合を除く）。

項目

客室の
構造設備

床面積
延床面積33㎡以上

（定員10人未満の場合は
3.3㎡×定員以上でも可）

暖房設備 当該施設の規模に応じた適当な暖房設備を有すること。

換気設備等 適当な換気、採光、照明、防湿及び排水の設備を有すること。

宿泊単位の制限 宿泊単位の制限なし

＜玄関帳場に代替するＩＣＴ設備を設ける場合＞

洗面設備 宿泊者の需要を満たす適当な規模の洗面設備を有すること。

便所 適当な数の便所を有すること。

共同便所

調理室
当該施設に近接して飲食店がある等飲食に支障を来たさないと認められる場合
を除き、適当な規模の調理室を有すること。
（飲食店営業を取得する調理室と自宅厨房は別とすること。）

寝具保管設備
客室の定員以上の数の寝具を備え、かつ、当該寝具の保管に適した設備を有
すること。

施設の形態等
施設の外壁及び屋根は、その形態、意匠等が善良の風俗を害するものでないこ
と。

遮蔽設備等

※１　チェックインの際、タッチパネル等の電子機器（「営業者が施設内に設置した電子機器」又は「宿泊者のスマートフォン等」）に予約時の情報が表示
され、宿泊者が情報の操作を行うことをもって、宿泊者名簿の正確な記載とみなすことを可能とする。ただし、宿泊者が必要に応じて情報修正等の操作
ができること。
　客室に入る際に必要となる電子キーや暗証番号の情報を、事業者から宿泊客のスマートフォン等に送信することをもって、鍵の受渡しとみなすことを
可能とする。ただし、その受渡しは、事業者等が宿泊者本人を確認した後に行われるものであること。
　宿泊者の本人確認とは、営業者が宿泊者の顔を確認し、宿泊者一人一人の宿泊者情報と顔の紐付けを行うことである。
　宿泊者の顔の確認は、原則、宿泊施設が施設内に設置したカメラ等により実施すること。（上記の紐付けが確実に行えるのであれば、当該カメラ等
は、双方向のやりとりが出来ないものでも支障ない。）
　日本国内に住所を有しない外国人宿泊者への対応として、営業者が、施設内に設置したカメラ等により宿泊者の旅券を確認し、旅券の写しを宿泊者
名簿とともに保存すること。（旅券の写しは、施設のカメラ等で旅券を撮影するか、宿泊者が撮影した旅券画像の送付を受けることを想定）

※３　旅館・ホテル営業の全ての施設について、　施設ごとに、　ビデオカメラ等を設置し、宿泊者の本人確認のみならず、出入の状況の確認を常時鮮明
な画像により実施する必要がある。

※２　簡易宿所営業の場合は基準を斟酌して、宿泊者の顔の確認を、宿泊者が自らのスマホ等で自撮りした画像により実施して差し支えない。（ただし、
当該画像が施設の近傍から発信されたことを自撮り画像の背景等で確認できる場合に限ること。）また、宿泊者名簿の記載は、宿泊施設の玄関横に
「通話機能がある設備」を設置し、営業者が通話で宿泊者情報を聞き取った上で、営業者が宿泊者情報の確認操作を実施して差し支えない。そのほか
チェックイン時に、宿泊者からメッセージアプリで宿泊者情報の送付を受け、その上で営業者が宿泊者情報の確認操作を実施して差し支えない。

施設の構造設備の基準

玄関帳場、緊急対応

緊急時には、おおむね10分程度で職員等が駆けつけることができる
体制をとること。

旅館・ホテル営業の
基準に準じて設けることが望ましい。



宿泊者名簿

飲用に適する水
１　「水道法」及び「建築物の衛生的環境の確保に関する法律」の適用を受けているもの
２　井戸水等については、次の水質検査を受けているもの

水質基準に関する省令（平成4年厚生省令第69号）の表の上欄に掲げる事項のうち、
一般細菌、大腸菌、硝酸性窒素、塩素イオン、有機物等（過マンガン酸カリウム消費量）、ｐH、味、臭い、色度及び濁度
並びにトリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、1.1.1-トリクロロエタン等に代表される有機溶剤のうち周辺の水質検査の
結果等から判断して必要となる事項

旅館業では宿泊のほかにどのような営業をしますか。また、施設設備はどの程度の規模ですか。

□食品を提供する　→　食品衛生法の許可が必要です。

□温泉を利用する　→　温泉法の利用許可が必要な場合があります。

□施設の浴場を日帰り客にも使用させる　→　公衆浴場法の許可が必要な場合があります。

□施設の総延床面積は3000㎡以上ある　→　建築物の衛生的環境の確保に関する法律の届出が必要です。

□使用水は水道水で有効容量10㎥を超える受水槽がある　→水道法の簡易専用水道に該当します。　

□使用水は地下水等で1日の使用量は20㎥を超える　→　水道法の専用水道に該当する場合があります。

（作成日　令和8年（2026年）7月28日）

項目 内容

浴槽水

・毎日取り替えること。
・24時間以上取り替えないで循環させ、及びろ過している浴槽水（以下「連日使用型循環浴槽水」という）にあっては、1週
間に1回以上取り替えること。
・気泡発生装置等（気泡発生装置その他の大気中に多数の液体の微粒子を発生させる設備（シャワーを除く。）をいう）に
は、連日使用型循環浴槽水を使用しないこと。
・回収槽（浴槽からあふれ出た水を集め、貯留する設備をいう。）内の水を浴槽水として再利用する場合は、塩素系薬剤を
使用して当該回収槽内の水を消毒すること。
・打たせ湯及びシャワーには、循環させている浴槽水を使用しないこと。

連日使用型循環浴
槽水を用いる浴槽

1週間に1回以上清掃し、及び消毒すること。

循環ろ過装置等
浴槽水のろ過装置、循環配管（浴槽とろ過装置との間で浴槽水を循環させるための配管をいう。）及び水位計配管（水位
計に接続する配管をいう。）を1週間に1回以上清掃し、及び消毒すること。

シャワー
その内部に滞留した水が置き換わるよう１週間に１回以上通水すること。
１年に１回以上その内部を洗浄し、及び消毒すること。

集毛器 毎日清掃し、及び消毒すること。

貯湯槽等
貯湯槽（湯を貯留する設備をいう。）及び調節箱（洗い場の給湯栓又はシャワーに供給する湯の温度を調節するための設
備をいう。）を１年に１回以上清掃し、及び消毒すること。

気泡発生装置
１週間に１回以上清掃し、及び消毒すること。
空気の取入口から土ぼこり、浴槽水等が入らないようにすること。

ねずみ、昆虫等の発生及び侵入を防止し、並びにその駆除を行うこと。

ガスを使用する設備 客室にガスを使用する設備がある場合には、その使用方法を宿泊者の見やすい場所に表示すること。

露天風呂 その浴槽水が配管を通じて屋内の浴槽の浴槽水に混入しないようにすること。

洗面所 洗面設備には、飲用に適する水を供給すること。

寝具の衛生
寝具を常に清潔にし、寝具のうち、布団カバー、まくらカバー、敷布、寝衣その他の宿泊者の皮膚に接するものは、宿泊
者1人ごとに洗濯したものと取り替えること。

□宿泊者に洗濯機等を使用させる　→　北海道コインオペレーションクリーニング営業施設衛生管理指導要綱の届出が必要な場合があります。

衛生に必要な措置の基準

宿泊者名簿は正確な記載を確保するための措置（本人確認）を講じた上で作成し、その作成の日から3年間保存するものとする。
営業者は、宿泊者名簿を旅館業の施設又は営業者の事務所のいずれかに備え、これに宿泊者の氏名、住所、連絡先その他の事項を記載しなければ
ならない。
また、宿泊者が日本国内に住所を有しない外国人であるときは、その国籍及び旅券番号を記載するか旅券（パスポート）の写しを保存すること。

換気設備等の保守点検 換気設備、暖房設備、給水設備、排水設備その他の設備を適正に使用できるよう保守点検し、又は整備すること。

従事者の健康保持
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）の規定により就業が制限される感
染症にかかっている者又はその疑いがある者は、当該感染症をまん延させるおそれがなくなるまでの間、業務に従事さ
せないこと。

利用基準 善良の風俗が害されるような文書、図画、広告物その他の物件を施設に掲示し、又は備え付けないこと。

施設の清掃
営業の施設を清掃し、便所、洗面所、浴場その他の不潔になりやすい場所については、必要に応じ消毒等を行い、衛生
上支障がないようにすること。

ねずみ、昆虫の防除


